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１．母子家庭の現状 ①所得状況

○母子世帯の総所得は年間２６２．６万円。「全世帯」の４８％、「児童のいる世帯」の３８％に過ぎない。

○その大きな要因は「稼働所得」が少ないこと。「児童のいる世帯」の３２％に過ぎない。

※ひとり親家庭の相対的貧困率は５０．８％と、高い水準となっている。

総 所 得 稼働所得 公的年金・
恩 給 財産所得

年金以外の
社会保障
給付金

仕送り・
企業年金・
個人年金・
その他の所得

１世帯当たり平均所得金額（単位：万円）

全世帯 549.6 408.1 102.3 17.3 5.5 16.4

児童のいる世帯 697.3 626.0 32.3 14.1 11.2 13.7

母子世帯 262.6 197.5 9.2 3.4 40.0 12.4

１世帯当たり平均所得金額の構成割合（単位：％）

全世帯 100.0 74.3 18.6 3.2 1.0 3.0 

児童のいる世帯 100.0 89.8 4.6 2.0 1.6 2.0 

母子世帯 100.0 75.2 3.5 1.3 15.2 4.7 

所得の種類別１世帯当たり平均所得金額及び構成割合

（出典）平成２２年国民生活基礎調査

38%        32%
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（出典）平成１８年度全国母子世帯等調査報告

②就業状況
○ 母子家庭の約８５％が就業しているが、内訳をみると、常用雇用が約４３％、臨時・パートが

約４４％。
○ より収入の高い就業を可能にするための支援が重要となっている。

《海外のひとり親家庭の就業率》

アメリカ ７３．８％
イギリス ５６．２％
フランス ７０．１％
イタリア ７８．０％
オランダ ５６．９％
OECD平均 ７０．６％

OECD「Babie and Bosses」より
イタリア2001，オランダ2004、
その他の国は２００５年
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○平成１４年に母子寡婦福祉法、児童扶養手当法等を改正し、「就業・自立に向けた総合的な支援」へと施策を強化

○「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費の確保策」、「経済的支援策」の４本柱により施策を推進中。

母子家庭及び寡婦自立促進計画（地方公共団体が国の基本方針を踏まえて策定）

子育てと生活支援

◎保育所の優先入所の法定化
◎ヘルパーの派遣などによる
子育て、生活支援策の実施

・サテライト型施設の設置な
ど母子生活支援施設の機能

の拡充

就業支援
○母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業の推進

◎個々の実情に応じた、ハローワー
ク等との連携による母子自立支援
プログラムの策定等

・母子家庭の能力開発等のための給
付金の支給

・準備講習付き職業訓練の実施等

養育費の確保

◎養育費相談支援センター
の創設

◎養育費支払い努力義務の
法定化

◎「養育費の手引き」や
リーフレットの配布

◎民事執行制度の改正によ
る履行確保の促進

経済的支援

◎児童扶養手当の支給
・自立を支援する観点から母
子寡婦福祉貸付の充実

※上記のうち、◎は、父子家庭も対象。○は、事業の一部に関して父子家庭も対象。

③母子家庭等の自立支援施策の概要③母子家庭等の自立支援施策の概要

事業 事業内容

１ ハローワーク等による支援 子育て女性等に対する就業支援。マザーズハローワーク、職業訓練の実施、求職者支援事業など。

２ 母子家庭等就業・自立支援事
業

母子家庭の母等に対し、就業相談から就業支援講習会、就業情報の提供等までの一貫した就業支援サービスや養育費相談など
生活支援サービスを提供する。(母子家庭等就業・自立支援センター事業)

３ 母子自立支援プログラム策定
等事業

個々の児童扶養手当受給者の状況・ニーズに応じ自立支援計画を策定し、ハローワーク等と連携のうえ、きめ細かな自立・就労
支援を実施する。

４ 自立支援教育訓練給付金事
業

地方公共団体が指定する教育訓練講座を受講した母子家庭の母に対して、 講座終了後に受講料の一部を支給する。

５ 高等技能訓練促進費等事業 看護師等の経済的自立に効果的な資格を取得するために２年以上養成機関等で修学する場合に、生活費の負担軽減のため高
等技能訓練促進費等を支給する。（安心こども基金を活用して、平成24年度入学者まで支給期間を拡充）

６ ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

安心こども基金を活用して、ひとり親家庭等の在宅就業を積極的に支援しようとする地方自治体に対して助成を行い、普及促進を
図る。（事業実施：平成21年度～平成24年度）

母子家庭の就業支援関係の主要な事業
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２．ひとり親家庭等の在宅就業支援事業について
（平成２１年度補正予算により創設）

１.事業概要

○ 在宅で子育て等をしながら就業できる在宅就業は、子どもの養育と生計の維持を一人で担わなければならないひとり

親家庭等にとって効果的な就業形態である。

○ このため、平成21年度補正予算により、安心こども基金を活用して、ひとり親家庭等の在宅就業について、「業務の開

拓」「参加者の能力開発」「業務処理の円滑な遂行」等を一体的に取り組む地方自治体（都道府県及び市）の事業に対し

て、訓練受講者の訓練手当や、受託事業者の業務開拓・業務管理に必要な人件費等に対して助成を行い、普及促進を

図っている。

○ 平成23年度第4次補正予算により、本事業の実施期限を平成24年度訓練開始分まで延長する。（24年度に開始された

訓練については、訓練全般の経費について、平成26年度末まで対象とする。）

２.実施状況

○ 38都道府県市区で実施（平成24年3月末現在）

○ 平成24年度までは、更に新規の開始も可能であり、引き続き取り組みを推進

請負受発注

業務開拓

＜発注企業等＞ ＜ひとり親、寡婦、障害者、高齢者＞
都道府県・市（委託可）

スキルアップのための訓練
①業務の開拓

②参加者の能力開発

③業務処理の円滑な遂行

一体的な取組
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ひとり親家庭等の在宅就業支援事業（安心こども基金）の標準パターン

○以下の２類型を想定し、業務を開拓する。
(1) 業務Ａ：無理なダブルワーク等の解消につながるレベルの収入（月６万円程度）が得られる在宅業務

（文書レイアウト編集など）
(2) 業務Ｂ：生活の維持や将来の教育費支出等に備えるレベルの収入（月３万円程度）が得られる在宅業務

（データ入力など）

①業務の開拓

○基礎技能を身につける「基礎訓練」と、実際に在宅業務に従事しつつ高度な技能を身につける「応用訓練」を実施。

○訓練期間中に訓練手当を支給

業務Ａコース： 基礎訓練中（最長6カ月） 手当月額 上限 5 万円 （１日３時間の訓練）
応用訓練中（最長12カ月） 手当月額 上限 2.5万円 （週１回程度の訓練）

業務Ｂコース： 基礎訓練中（最長6カ月） 手当月額 上限 3 万円 （１日２時間の訓練）
応用訓練中（最長12カ月） 手当月額 上限 1.5万円 （２週に１回程度の訓練）

○受注、在宅就業者への分配、成果物の品質確保、報酬の支払等の円滑な遂行
※発注者と在宅就業者の間のあっせんのみを行うタイプもあり。

○在宅就業者に対する子育て面や精神面での相談支援

③業務処理の円滑な遂行

②参加者の能力開発
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ひとり親家庭等の在宅就業支援事業の実施状況

番号 実施自治体 対象者 人数 種別 業務内容 受託事業者 事業開始年月

１ 北海道 ひとり親・障害者 850 ＩＴ データ入力、Web更新 （社）北海道総合研究調査会 平成２２年４月

２ 宮城県 ひとり親 20 ＩＴ データ入力、Web更新 （株）ＪＣ２１教育センター 平成２２年１２月

３ 仙台市
（宮城県）

ひとり親・寡婦 75 ＩＴ データ入力 （株）パソナテック 平成２４年１月

４ 石巻市
（宮城県）

ひとり親
障害者・高齢者

50 ＩＴ データ入力、コールセンター業務
コンソーシアム（石巻IT・測量事業協
同組合他３社）

平成２３年４月

５ 福島県
ひとり親・寡婦 450

ＩＴ データ入力、ＩＳＰヘルプデスク （株）いわきテレワークセンター 平成２２年１２月
被災者枠 150

６ 茨城県 ひとり親・寡婦 545 ＩＴ 名簿等のデータ入力 アクモス（株） 茨城本部 平成２２年１０月

７ 栃木県 ひとり親・寡婦 400 ＩＴ
データ入力、Web更新（美容室関連
他）

（株）ティビィシィ・スキヤツト 平成２２年１０月

８ 小山市
（栃木県）

ひとり親
障害者

42 ＩＴ
地図ソフトを使った行政地図等のメ
ンテナンス

アクリーグ（株） 平成２３年３月

９ 太田市
（群馬県）

ひとり親・寡婦
障害者・高齢者

50 ＩＴ
行政地図メンテナンス、地番図の分
合筆加除修正

アクリーグ（株） 平成２２年７月

１０ 東京都 ひとり親 180 ＩＴ
Webサイト管理・運営、ビジネスサ
ポート

（財）東京都母子寡婦福祉協議会 平成２２年４月

１１ 世田谷区
（東京都）

ひとり親・寡婦 60 ＩＴ
ＣＡＤ、メルマガ原稿作成、Webデザ
イン、塾のテスト採点、地図作成

キーウェアソリューションズ（株） 平成２３年５月

１２ 横浜市
（神奈川県）

ひとり親
160 ＩＴ

音声起こし、データ入力、Webデザイ
ン、コールセンター業務

ＮＰＯ法人I Love つづき 平成２３年２月

１３ 相模原市
（神奈川県）

ひとり親
60 ＩＴ

データ入力、Web関連業務、コール
業務

（株）パソナテック 平成２４年２月

１４ 新潟市
ひとり親・寡婦

障害者
60 ＩＴ データ入力、コールセンター

コンソーシアム（（株）ＢＳＮアイネット
他２社）

平成２４年３月
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番号 実施自治体 対象者 人数 種別 業務内容 受託事業者 事業開始年月

１５ 佐渡市
（新潟県）

ひとり親・寡婦
障害者・高齢者

20 ＩＴ コールセンター業務 ＮＴＴ東日本（株）新潟支店 平成２４年３月

１６ 甲府市
（山梨県）

ひとり親 50 ＩＴ
データ入力、テープ起こし業務、
ＷＥＢ関連業務

コンソーシアム（NPO法人日本ITイノベー
ション協会他）

平成２４年３月

１７ 塩尻市
（長野県）

ひとり親・寡婦
障害者・高齢者

120 ＩＴ
ITサポート業務、ソフトウエア開発支
援

一般財団法人塩尻市振興公社 平成２２年４月

１８ 名古屋市
（愛知県）

ひとり親 200 ＩＴ データ入力、模擬試験の採点 （株）シィ･エイ･ティ 平成２２年１０月

１９ 滋賀県
ひとり親・寡婦

障害者
60 非ＩＴ 洋服のリフォーム、リメイク （株）農環 平成２２年４月

２０ 京都府 ひとり親・寡婦
36 非ＩＴ 西陣織を使った製品の製作 西陣織工業組合

平成２３年５月
60 ＩＴ ＷＥＢ作成業務、ＯＡ業務 （株）インテリジェンス

２１ 大阪府 ひとり親・寡婦 400 ＩＴ コールセンター業務 （社福）大阪府母子寡婦福祉連合会 平成２２年１月

２２ 兵庫県 ひとり親・寡婦 100 ＩＴ
チラシ等のデザイン・作成
ＷＥＢサイト制作及び管理・運営

コンソーシアム（富士コンピューター販売
他２社）

平成２３年１０月

２３ 奈良県 ひとり親・障害者 90 ＩＴ Webサイト管理運営、データ入力 （株）ワイズスタッフ 平成２２年４月

２４ 和歌山県 ひとり親・寡婦 85 ＩＴ Webデザイン、ITサポート業務 （社）和歌山県母子寡婦福祉連合会 平成２２年４月

２５ 島根県
ひとり親・寡婦

障害者
40 ＩＴ データ入力（レセプト入力） （株）マツケイ 平成２２年１０月

２６ 岡山県 ひとり親 100 ＩＴ
データ入力、コール業務、ＷＥＢ関
連業務

（株）パソナテック 平成２３年７月

２７ 広島県 ひとり親 180 ＩＴ
テレビ番組や映画などの映像字幕、
データ入力

コンソーシアム（朝日製版印刷株式会社
他２社）

平成２３年６月

２８ 山口県 ひとり親 40 ＩＴ データ入力、ＷＥＢ関連業務
山口県在宅就業センター（（株）アソウ・ヒ
ューマニ－センター他）

平成２４年３月
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番号 実施自治体 対象者 人数 種別 業務内容 受託事業者 事業開始年月

２９ 徳島県 ひとり親 100 ＩＴ データ入力 （株）ニューエクセレント・データ 平成２２年１０月

３０ 愛媛県 ひとり親 100 ＩＴ Webデザイン、データ入力 イヨテツケーターサービス（株） 平成２２年１２月

３１ 松山市
（愛媛県）

ひとり親・障害者 120 ＩＴ コールセンター業務、データ入力 （株）パソナテック 平成２２年７月

３２ 福岡市
（福岡県）

ひとり親・寡婦
障害者・高齢者

190
ＩＴ Webデザイン、DTP、データ入力 （株）ＡＣＲ

平成２２年６月

非ＩＴ 洋服のリフォーム、リメイク （株）リフォーム三光サービス

３３ 北九州市
（福岡県）

ひとり親・寡婦 50 非ＩＴ 居宅、居宅近隣の店舗・作業所、
子育て支援拠点での子育て支援
サービスの提供

ヒューマンリソシア（株）

平成２２年４月

100 ＩＴ コールセンター業務 富士通コミュニケーションサービス（株）

３４ 佐賀県 ひとり親・障害者 180 ＩＴ
データ入力、音声起こし、Webデザ
イン

佐賀県在宅就業支援センター 平成２２年７月

３５ 長崎県
ひとり親・寡婦

障害者
120 ＩＴ データ入力、テープ起こし業務

ＤＴＰ業務、小口ホームページ制
作・保守業務

長崎県ひとり親在宅就業支援センター
平成２３年８月

３６ 熊本県 ひとり親・寡婦 420 ＩＴ

レセプト点検、医療事務 （株）日本医事保険教育協会

平成２２年９月行政文書電子化、データ入力、
Webサイト制作

ビッグホップ・プロジェクト・コンソーシアム
事務局（（株）富士マイクロ）

３７ 鹿児島県
ひとり親・寡婦
障害者・高齢者

150 ＩＴ ホームページ作成・データ入力 鹿児島県在宅就業支援センター
平成２４年１月

３８ 沖縄県
ひとり親・寡婦

障害者
120 ＩＴ 模擬試験の採点 （株）てぃーだスクエア 平成２２年１１月
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被災３県の在宅就業支援事業（安心こども基金）の概要

自治体 対象者 事業費 人数 種別 業務内容 委託先 実施状況

宮城県
ひとり親 ０．５億 ２０ ＩＴ データ入力、

Web更新
（株）JC２１教育
センター

基礎訓練 平成23年2月～7月
応用訓練 平成23年8月～平成24年3月

福島県

ひとり親
寡婦

３．４億 ４５０

ＩＴ

データ入力、
イ ン タ ー ネ ッ ト
サービスプロバ
イダのヘルプデ
スク、
コールセンター
業務

（株）いわきテレ
ワークセンター

（平成22年度：100人）
基礎訓練 平成22年12月～平成23年2月
応用訓練 平成23年2月～平成23年3月

（平成23年度 上期：210人）
基礎訓練 平成23年6月～12月
応用訓練 平成24年1月～平成24年3月

（平成23年度 下期：140人）
基礎訓練 平成23年10月～12月
応用訓練 平成24年1月～平成24年3月

被災した
ひとり親

（被災者枠）

０．９億 １５０ 基礎訓練 平成23年12月～平成24年2月
応用訓練 平成24年5月～平成24年8月

仙台市
ひとり親

寡婦
１．９億 ７５ ＩＴ データ入力 （株）パソナテッ

ク
基礎訓練 平成24年1月～3月
応用訓練 平成24年4月～平成25年3月

石巻市

ひとり親
障害者
高齢者

１．４億 ５０ ＩＴ デ ー タ 入 力 、
コールセンター
業務

コンソーシアム
（ 石 巻 IT ・ 測 量
事業協同組合
他３社）

基礎訓練 平成23年10月～平成24年2月
応用訓練 平成24年3月～平成24年11月

※岩手県は未実施

（平成24年3月末現在）
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３．在宅就業に対する諸課題とその解決策

【業務開拓】

具体的にどういった業務が在宅就業に適しているのか。
・・・11

【品質の確保】

自宅で就業するため、 「成果物の品質確保」や 「作業納期
の遵守」が難しいのではないか。

【基金終了後の展望について】

基金終了後、事業が民間ベースで成り立つのか。

業務開拓例
Webデザイン、データ入力など

ベリファイ（重ね打ち）方式による品
質確保、バックオフィスによる納期遵
守が可能。

基金期間中に「訓練を受けた様々
な在宅就業者」と「発注企業」が確
保できれば、基金終了後も民間
ベースで継続可能。

・・・14

・・・15

10

【セキュリティ対策】

自宅で就業するため、「個人情報の漏洩防止」が難しいの
ではないか。

「マスキング」や「画像分割」といった
技術の活用により対応することが可
能。
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○民間企業から提供できる業務例

○各種帳票・文書等のデータ入力

○DTP（編集）、翻訳等

○WEBデザイン、グラフィック、HP作成

○商店街の紹介・WEBサイト構築

○ＩＴ推進に伴うメンテナンス・サポート業務

○地域の商品・サービス等の情報収集、販
売

○ネットビジネスでの各種情報の収集・作成

○コールセンター業務

○ネット販売環境の構築、管理、運営

○服等のリフォーム・リメイク

など

（１）業務の開拓について

○民間企業で提供できる業務例

①業務の例

官公庁で提供できる業務例

○各種帳票・文書等のデータ入力

○公文書のデジタル化

○行政（子育て情報HP、防災）マップ

○統計資料の調査、集計

○水道情報などのデータ入力、図面入力

○サイバーパトロール

○文化財のスキャニング

○コールセンター業務

など

○官公庁で提供できる業務例



ひとり親家庭等の在宅就業支援事業 業務開拓の取組事例

項 目 業務内容 取組事例

商工会議所・商工会との連
携

ホームページ作成業務 県内の商工会議所・商工会連合会等と連携し、各会員向けに
チラシ等のDMを商工会議所の会報とともに送付。また、会報に
広告を掲載。
その後DMを送付した企業を順次訪問して事業を説明。
また、問合せ等があった企業を訪問し、料金説明をした上で受
注に至る。

「企業の小規模なＩＴ業務」
を請け負うサイトを立ち上
げ

プレゼンテーション用資料の作成
PowerPointでのイラスト・ロゴ作成
データ入力(アンケート集計・文字入
力など)
音声起こし(テープ、配信動画など)
Facebookページの運営
キーワードライティング(SEO対策用)

「企業の小規模なＩＴ業務」を請け負うサイト「ＩＴお手伝いサービ
ス」を立ち上げ、受注した業務を業務ごとの認定テレワーカーに
発注し、受託事業者が品質等を管理する。

土日、夜間を利用した短納
期業務の受注

データ入力 土日、夜間に就業可能なワーカーがいるという在宅業務の特
徴を活かし、社員が残業や休日出勤で対応しなければならない
業務を、在宅に発注してもらう。
例えば、展示会で名刺をいただいた来場者に対して、御礼の
メールを即日送付する作業。在宅で夜間に入力し、翌朝顧客に
対してメールを送付するというような活用をしている。
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地方自治体等における業務開拓の取組を支援する国の取組

○ 地方自治体及び受託事業者における業務開拓の取組を支援するため、厚生労働省において委託事業を実施し、以下の
ような具体的取組を推進している。（平成23年度において（株）大和総研に委託。24年度も委託予定）

① 業界団体等への事業の説明と業務発注の働きかけ

○ 業務開拓は、国からの全額補助を受けて事業を実施する地方自治体及び受託事業者において取り組んでいるが、さら
にその取組を支援するため、厚生労働省としても、委託事業により業界団体等への事業の説明と業務発注の働きかけを
実施。

○ 具体的には、中小企業の団体（中小企業同友会など）、在宅業務の発注が見込まれる業種の団体（日本コールセンタ
ー協会など）、ＣＳＲ関連の団体（日本フィランソロピー協会など）などを訪問して回り、チラシ等を用いて事業を説
明。業務発注を働きかけ。

※ 中小企業には、Web作成・更新や入力業務を外注するニーズがあり、新規の業務開拓が見込まれる。

○ また、会員の会合の機会を利用し、会員企業への説明を実施して、業務発注を働きかけ。

② 業務開拓セミナーの実施

○ 地方自治体及び受託事業者を対象に、業務開拓手法の情報交換やネットワークづくりを行うセミナーを開催。（全国
3カ所）

③ その他の支援

○ 在宅就業のＨＰを設け、事業を実施する地方自治体及び受託事業者を紹介。

○ 業務開拓の取組事例や留意点を地方自治体及び受託事業者に提供。
13



対策２：機密保持・情報漏洩対応

対策１：個人情報保護対応

画像マスキング 画像分割

○個人情報や機密情報の取り扱いが多いデータ入力
業務においては、画像マスキング（入力項目以外の
データを見えなくする）や画像分割（入力項目を切り
分ける）を行うことで、作業者の参照画像を無意味化
（個人情報の無効化）し、取り扱う情報の安全性を確
保する。

○データセンターと在宅を結ぶ通信回線（インターネット）上の情報転送の際は、暗号化を施す。

○在宅作業者のパソコン（端末）には、作業情報を残さない。（シンクライアント方式、暗号化、自動消去、作業ログ
監視など）

○受託事業者（データセンター）は、ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム：ISO27001／ISMS）やPマーク
（プライバシーマーク）などの認証を目安とし、セキュリティの管理体制や定期的な外部監査を受けている企業・
団体を対象とする。

（２）セキュリティ対策 ～例：データ入力業務～
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作業・作業者のスキル分けによる品質確保

作業納期遵守のための品質確保

エントリー＆ベリファイ方式
①パンチャーＡが原票の内容を エントリー入力します

②他のパンチャーＢが同じ原票の内容を ベリファイ入力します

※ベリファイ入力の際に、パンチャーＡと異なる内容を入力をしたとき
は、アラームが鳴りその先の入力が出来なくなる。そこで、必ず原票
を確認し正しい内容を入力（または修正入力）することで正しい入力
結果が確保される。

×

○「エントリー（一般作業者など）＆ベリファイ（熟練者など）
方式」や「コンペア方式（一般作業者の二重入力後に突
合検査）」など、作業者のスキルレベルに応じた作業方式
を採用することで成果物品質の確保を行う。

○作業者の適正（スキルレベル：入力エラー割合）に応じて、
数値記号入力・文字入力に業務分けを行うなどにより作
業者適正と成果物品質を確保する。

在宅作業開始 在宅作業終了

受注 バックオフィス
入力開始

バックオフィス
入力終了

入力
完了
入力
完了

成果物検証

納品

○在宅就業者に初心者が多い場合は、受注および納品の前後にバックオフィス（熟練者）で補助できるチームを
配置し、在宅業務の進捗度合いに応じてバックオフィスの作業量を調整し、納期までの成果物生成工程を管
理することで、納期遵守の品質を確保する。

（３）品質の確保 ～例：データ入力業務～
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